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Ⅰ．伊予銀行の営業基盤
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7.9%

15.6 %

愛媛県の主要産業
平成２０年の愛媛県の製造品出荷額等は４.３兆円（四国の４５％）

圏域ごとに全国トップクラスのシェアを誇る産業が集積

紙・パルプ産業

全国出荷額 7兆7,948億円

紙・パルプ産業

全国出荷額 7兆7,948億円

海面養殖業

全国生産額 4,178億円

海面養殖業

全国生産額 4,178億円

全国１位全国１位

（652億円） 全国２位全国２位

（6,190億円）

･･･ 愛媛県の全国に占めるシェア

26.1% 72.9%

削り節

全国生産量 36千ｔ

削り節

全国生産量 36千ｔ
小型貫流蒸気等

その他ボイラ
全国出荷額 407億円

小型貫流蒸気等
その他ボイラ

全国出荷額 407億円

全国１位全国１位

（297億円）

全国１位全国１位

（9千ｔ）

13.1%約23%今治圏域

日本船主保有外航商船

全国総隻数 約3,400隻

日本船主保有外航商船

全国総隻数 約3,400隻

全国２位全国２位

（約800隻）

国内新造船竣工量

全国竣工量 1,865万総ｔ

国内新造船竣工量

全国竣工量 1,865万総ｔ

（244万総ｔ）

全国３位全国３位

製造品出荷額等

1兆5,830億円

特に新居浜地区は、住友グループの

企業城下町として非鉄金属・化学・鉄
工・電機産業が集積

新居浜・西条圏域

愛媛県の製造品出荷額等の約4割

四国中央圏域

59.2%タオル

全国出荷額 493億円

タオル

全国出荷額 493億円

全国１位全国１位

（292億円）

松山圏域

宇和島圏域
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店舗ネットワーク

海外 １か店
駐在員事務所２か所

東海地区 １か店
東京地区 ２か店

愛媛県内
118か店

兵庫県

山口県
大阪府

大分県

香川県

福岡県

高知県

徳島県

岡山県

九州地区 ８か店

中国地区 １０か店

Ｍ42 臼杵（大分県）、 Ｔ8 仁方（現：呉 広島県）

Ｓ22 高松（香川県）・高知・大分、 Ｓ25 広島
Ｓ27 大阪、 Ｓ29 東京、 Ｓ33 徳島、
Ｓ38 北九州（福岡県）、Ｓ39 岡山、
Ｓ40 名古屋（愛知県）、Ｓ41 神戸（兵庫県）

Ｓ46 福岡、Ｓ54 徳山（山口県）

主な県外店舗の出店時期

近畿地区 ５か店

愛媛県以外の

四国地区 ７か店

広島県

瀬戸内に根ざした地銀第１位の広域店舗ネットワーク

瀬戸内圏域を中心として１３都府県に展開

（店舗数は平成２２年３月３１日現在）瀬戸内海を囲んだ11府県に店舗展開
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Ⅱ．平成２１年度
決算の概要

愛媛県を代表する産業

～造船・海運業～

「いよぎん保険プラザ」営業開始！

専門スタッフがライフプランをご提案
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金利低下による貸出金収益の減少と預り資産収益などの非金利収益の減少により

コア業務純益は減益となったものの、信用コストが前年度比大幅に減少したことで
当期純利益は増益

損益の状況

○金利低下等による貸出金収益の減少

○預り資産収益の減少による役務取引等利益の減少

○外国為替売買益の減少によるその他業務利益の減少

○営業態勢強化のための人員増加による人件費の増加

○経費削減努力による物件費の減少

　①一般貸倒引当金繰入額（前年度比＋549百万円)

　②不良債権処理額（前年度比△7,085百万円)

　○主にランクダウン、倒産の減少により大幅に減少

　有価証券関係損益((A)+(B))656百万円 … 前年度比＋12百万円

　○有価証券関係損益は前年度比ほぼ横這い

  経常利益18,827百万円…前年度比＋2,023百万円

  当期純利益13,044百万円…前年度比＋1,742百万円

主な増減要因等（前年度比）

　コア業務粗利益 … 前年度比△2,650百万円

 (A) 国債等債券関係損益　（前年度比＋6,560百万円）

 (B) 株式等関係損益　（前年度比△6,548百万円）

　経費 … 前年度比＋272百万円

　　信用コスト(①+②）13,709百万円 … 前年度比△6,535百万円

　　コア業務粗利益の減少に伴いコア業務純益は減少

平成21年度決算(単体） （単位：百万円）

前年度比 増減率

コア業務粗利益(注1) 83,284 80,634 △ 2,650 △ 3.2%

資金利益 75,345 74,755 △ 590
役務取引等利益 5,761 4,799 △ 962

2,177 1,079 △ 1,098

経費（△） 47,330 47,602 +272 +0.6%

人件費 25,385 25,918 +533
物件費 19,703 19,308 △ 395
税金 2,241 2,375 +134

コア業務純益（注2） 35,954 33,032 △ 2,922 △ 8.1% 34,500

①一般貸倒引当金繰入額（△） 878 1,427 +549

業務純益 27,985 31,074 +3,089 ＋ 11.0% 33,000

うち国債等債券関係損益    (A) △ 7,090 △ 530 +6,560

臨時損益 △ 11,181 △ 12,246 △ 1,065
②不良債権処理額（△） 19,366 12,281 △ 7,085
株式等関係損益          (B) 7,734 1,186 △ 6,548
その他の臨時損益 450 △ 1,151 △ 1,601

経常利益 16,804 18,827 +2,023 12.0% 17,500

特別損益 993 2,014 +1,021
税引前当期純利益 17,797 20,842 +3,045

当期純利益 11,302 13,044 +1,742 15.4% 11,500

経常収益 119,207 101,546 △ 17,661 △ 14.8% 101,000

業績予想
（21/10）

その他業務利益〈除；国債等債券関係損益〉

21年度20年度

（注1）コア業務粗利益・・・国債等債券関係損益を除く「業務粗利益｣

（注2）コア業務純益・・・コア業務粗利益 - 経費
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資金利益は、貸出金のボリュームは増加したものの、預金等との利回り差縮小により減益

役務利益・その他は、預り資産収益の伸び悩みなどにより減益

コア業務粗利益の増減要因（２１年度）

うち貸出運用益
（単位：億円）

邦貨資金利益

資金利益 うち有価証券運用益

コア業務粗利益 外貨資金利益

うち預り資産関係手数料

役務取引等利益

その他

その他

▲１４．６
ボリューム要因　　＋４．０　（貸出金平残　４４８億円増加）

利回り差要因等　　▲１８．６　（利回り差 ０．０６％縮小）

　▲ １１．０

▲９．６

▲５．０

▲４．６

･･･
営業店外国為替売買益の減少 ▲３．２
２０年度　外債投信売却にかかるヘッジ益（７億円）の反動　▲７．０

 ▲２６．５

 　▲５．９

２０年度比

▲７．３

＋１．４

ボリューム要因　＋１．９　（有価証券平残　２８２億円増加）

（注）利回り差は預金等利回りとの差を使用

＋７．３

・・・個人融資保険料・保証料の増加▲１．６ など。

・・・外貨運用資産の増加による資金利益増加　＋１．５　など。

利回り差要因等　＋５．４　（利回り差　０．０３％拡大）
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79.6%

59.2%

4.1%

6.2%

3.5%

6.7%

4.4%

9.4%

2.2%

6.4%

5.9%

12.1%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

愛媛県内 四国 九州 中国 近畿 東京・名古屋 海外等

預貸金・預り資産の状況

総預金等・預り資産残高推移 （単位：億円、百万円）

前年度比 増加率

総預金等 44,496 46,088 ＋1,592 ＋3.6%

うち個人預金 29,426 30,244 ＋818 ＋2.8%

預り資産 3,729 3,982 ＋253 ＋6.8%

投資信託 1,291 1,461 ＋170 ＋13.2%

保  険 563 696 ＋133 ＋23.6%

国  債 1,875 1,825 △50 △ 2.7%
総預金等＋預り資産 48,225 50,070 ＋1,845 ＋3.8%

預り資産販売額 886 465 △421 △ 47.5%

預り資産収益 2,158 1,654 △504 △ 23.4%
（※）単位は預り資産収益のみ百万円、その他は億円

総貸出金残高推移 （単位：億円）

前年度比 増加率

総貸出金 33,681 34,221 ＋540 ＋1.6%
一般貸出金 32,198 32,797 ＋599 ＋1.9%
事業性貸出金 23,405 23,926 ＋521 ＋2.2%
うち愛媛県内 11,756 12,103 ＋347 ＋3.0%

うち県内船舶 3,480 3,884 ＋404 ＋11.6%
個人融資 8,793 8,871 ＋78 ＋0.9%
うち住宅ﾛｰﾝ 6,240 6,375 ＋135 ＋2.2%

２２/３２１/３

２１/３ ２２/３ 総
預
金
等

総
貸
出
金

預貸金ともに、１３年連続の増加を達成

総預金等＋預り資産で、５兆円の大台を突破

38.7%

52.7%

15.2%

7.1%

11.8% 25.9%

21.7%

8.4%

11.6%6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

当行 当行以外の地銀 都銀・信託 第二地銀 信金

総
預
金

総
貸
出
金

２２年３月末 愛媛県内シェア（除くゆうちょ・農協等）

２２年３月末 総預金等・貸出金の地区別構成比
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0

300

600

900

1,200

18年度 19年度 20年度 21年度

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

要管理債権

危険債権

破産更正債権

開示不良債権比率

信用コスト・開示不良債権の状況

＜金融再生法開示不良債権額・比率推移＞

＜要因別信用コスト推移＞

信用コストは、倒産による引当が大幅に減少し、前年度比６５億円減少

不良債権比率は、２．１９％に低下

1,058億円

891億円 820億円 777億円
3.29%

2.64%
2.35%

前年度比
158 67 202 137 △ 65

倒産 28 40 134 42 △ 92
ランクダウン等 194 76 82 100 ＋18
ランクアップ・回収 △ 25 △ 56 △ 27 △ 26 ＋1
償却・売却等 6 3 4 6 ＋2
一般貸倒引当金繰入額 △ 45 4 9 14 ＋5

0.52 0.21 0.61 0.40 △ 0.21p 

21年度

信用コスト合計

与信費用比率

18年度 19年度 20年度

２．１９%

（億円）

2009年度中計期間 （億円、%）

9
0

（※端数処理のため、合計が一致しないことがある）

開示不良債権比率
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有価証券評価損益および自己資本比率の状況

有価証券評価益は１,００２億円と、 地銀トップクラスを維持

連結自己資本比率（国際統一基準）は、１１．８７％、連結Ｔｉｅｒ１比率は、８．８６％

＜有価証券評価益(単体)の推移＞

12.54%

11.64%

10.55%

11.87%

9.31%9.05%
8.13%

8.86%

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

19/3 20/3 21/3 22/3

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

リスクアセット

連結自己資本比率

連結Ｔｉｅｒ１比率

ﾘｽｸｱｾｯﾄ
（億円）

391億円

1,398億円

2,182億円

1,002億円

11,089円

8,109円

12,525円

17,287円

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

19/3 20/3 21/3 22/3

（億円）

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

有価証券評価損益 日経平均株価

20/3期より基礎的内部格付手法で算出20/3期より基礎的内部格付手法で算出

（22/3期に 劣後ローン370億円を導入）

0

＜連結自己資本比率の推移＞

0

日経平均
（円）

0%
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（平成21年4月～24年3月）

Ⅲ．２００９年度中期経営計画
“ Customer First” Plan for Future

の進捗状況と主な戦略
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中計数値目標達成状況

実績 実績 予想
2009年度中計
最終年度目標

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度

（※）ＲＯＥは株主資本に株式等の含み益を含むベース（前中計は「含まない」ベース）

3兆4,221億円

５９．０％

３．９０％

２．１９％

５７．４％

４．１０％

２．１０％

１２．０％

総貸出金期末残高 3兆3,681億円

総預金等期末残高

３５５億円

１５０億円

4兆7,200億円

3兆5,000億円

３３０億円

１３０億円

4兆6,088億円

３５９億円 ４１０億円以上

２１０億円以上当期純利益 １１３億円

4兆7,000億円以上

3兆7,000億円以上

５４％台

５．５％以上

基
本
目
標

管
理
項
目

コアＯＨＲ ５６．８％

不良債権比率 ２．３５％

３．３６％ＲＯＥ

4兆4,496億円

コア業務純益

２％以下

連結自己資本比率 １０．５５％ １１．５％以上１１．８７％

（※）

厳しい環境下、利益目標 ・ 「総貸出金期末残高」は、計画を下回るペースで推移

「総預金等期末残高」は堅調に推移しており、今年度中に中計目標を前倒しで達成する見通し

2009年度中計期間
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中計利益計画

（億円）

前年度比 中計比 前年度比 中計比

コア業務粗利益  832  806  855  837 ＋ 31 △ 18  900  872 ＋ 35 △ 28

うち資金利益  753  747  780  773 ＋ 26 △ 7  810  802 ＋ 29 △ 8

うち役務取引等利益  57  48  60  53 ＋ 5 △ 7  75  56 ＋ 3 △ 19

経費（△） 473 476 490 481 ＋ 5 △ 9 490 481 0 △ 9

うち人件費  253  259  265  262 ＋ 3 △ 3  265  262 ＋ 0 △ 3

うち物件費  197  193  200  196 ＋ 3 △ 4  200  196 ＋ 0 △ 4

 359  330  365  355 ＋ 25 △ 10  410  390 ＋ 35 △ 20

 202  137  90  100 △ 37 ＋ 10  80  90 △ 10 ＋ 10

0.61% 0.40% 0.26% 0.29% △0.11p ＋0.03p 0.22% 0.25% △0.04p ＋0.03p

経常利益  168  188  270  240 ＋ 52 △ 30  325  293 ＋ 53 △ 32

当期純利益  113  130  170  150 ＋ 20 △ 20  210  188 ＋ 38 △ 22

２２年度

中計目標 予想 中計目標

２３年度

見込み

２１年度
実績

与信費用比率

信用コスト（△）

２０年度
実績

コア業務純益

2009年度中計期間

コア業務純益（２２年度）は、有価証券運用益の増加等により、２５億円の増益を予想

当期純利益（２２年度）は、コア業務純益の増加と信用コストの減少により、

２０億円増益の１５０億円を予想

中計最終年度は、現在の環境下では中計目標を下回る見通しながら、

コア業務純益は、過去最高の３９０億円を見込む
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コア業務粗利益

＜コア業務粗利益の増加要因（２１年度実績→２３年度見込み）＞

ボリューム要因＋３３

利回り差要因　＋ ６

ボリューム要因＋２９

利回り差要因  ▲１４

平残＋１，７１０

預り資産残高
＋５１８

２３年度
見込み

２１年度
実績

８０６

（注）利回り差は預金等

平残＋１，８００

コア業務
粗利益

資金利益
＋５４

役務取引等利益
＋９

その他業務利益
＋３

利回りとの差を使用

貸出
運用益
＋１５

有価証券
運用益
＋３９

預り資産関係

その他 ＋２

手数料　＋７

８７２

コア業務粗利益
＋６６

外為売買益等

（億円）

コア業務粗利益は、 ２年間で６６億円の増加を見込む

中計最終年度には、資金利益の増加により過去最高益を更新
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預貸金・預り資産増強計画

総預金等＋預り資産は５兆円を突破、中計最終年度には５兆３千億円を計画

総貸出金残高は、中計最終年度に３兆６千億円を計画

＜総預金等・預り資産末残計画＞

２１/３ ２２/３ ２３/３ ２３/３

実績 実績 中計目標 予想 前年度比 中計比

総預金等 44,496 46,088 46,000 47,200 ＋1,112 ＋1,200

うち個人預金 29,426 30,244 31,150 31,000 ＋756 △150

預り資産残高 3,729 3,982 4,500 4,200 ＋218 △300

総預金等＋預り資産 48,225 50,070 50,500 51,400 ＋1,330 ＋900

＜総貸出金末残計画＞

２１/３ ２２/３ ２３/３ ２３/３

実績 実績 中計目標 予想 前年度比 中計比

総貸出金 33,681 34,221 35,800 35,000 779 △800

一般貸出金 32,198 32,797 34,600 33,500 703 △1,100

事業性貸出金 23,405 23,926 25,200 24,400 474 △800

うち愛媛県内 11,756 12,103 12,500 12,350 247 △150

うち県内船舶 3,480 3,884 3,900 4,150 266 250

個人融資 8,793 8,871 9,400 9,100 229 △300

うち住宅ローン 6,240 6,375 6,700 6,600 225 △100

（単位：億円）

２４/３ ２４/３

中計目標 見込み 前年度比 中計比

47,000 48,500 ＋1,300 ＋1,500

32,000 31,800 ＋800 △200

5,000 4,500 ＋300 △500

52,000 53,000 ＋1,600 ＋1,000

（単位：億円）

２４/３ ２４/３

中計目標 見込み 前年度比 中計比

37,000 36,000 ＋1,000 △1,000

35,800 34,500 ＋1,000 △1,300

26,000 25,200 ＋800 △800

12,800 12,700 ＋350 △100

4,100 4,350 ＋200 ＋250

9,800 9,300 ＋200 △500

7,000 6,800 ＋200 △200

５兆円を突破５兆円を突破 ５兆３千億円を計画３兆６千億円を計画
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保険プラザの新設により、顧客接点の拡大と様々な顧客ニーズに対応
非対面チャネルの強化により、様々な顧客層を取込み

チャネル戦略

●インターネットチャネルの強化
・インターネット投信の取扱開始（２２年１０月予定）

・各種ＷＥＢ申込みの拡充（２１年９月本体発行クレジットカード、２２年３月ポイントサービス）
・いよぎんダイレクトの推進強化

●コールセンター機能の強化
営業サポートセンターの組織改正により、ダイレクトマーケティング業務を強化

対
面
チ
ャ
ネ
ル

非
対
面
チ
ャ
ネ
ル

●２１～２２年度の新設・統廃合等は９店舗
＜２１年度＞

新設２店舗、統合２店舗（４店舗→２店舗）
建替移転２店舗

＜２２年度（予定含む）＞
廃止１店舗、建替移転（予定）２店舗

店舗網の再構築

●営業時間の延長（平日１６時まで）

松山地区の個人特化型店舗２店舗で実施

●ロビースタッフの増員

３７名（１８年３月） ⇒ ７０名（２２年３月）

利便性、ＣＳの向上

顧客接点の拡大と顧客ニーズの充足

●保険プラザ開設（２２年４月）

・ 「ライフプランニング（生活設計）サービス」の提供により

顧客接点の拡大と様々な顧客ニーズに対応

・土日祝日も営業 （専用相談窓口の全営業日常設は

中四国の銀行で初めて）

・国内銀行でトップクラスの１６社３７商品を品揃え
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＜保証協会付融資利用残高推移＞

1,446 1,515

1,286

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

20/3
実績

21/3
実績

22/3
実績

＜事業性貸出金・中小企業向け貸出金推移＞

23,92623,405
22,558

17,80417,61017,346

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

20/3
実績

21/3
実績

22/3
実績

事業性貸出金 中小企業向け融資残高

法人戦略Ⅰ～中小企業向け貸出金の増強～

強固なリレーションに基づく多面的支援体制の拡充

●お取引先ごとのニーズ検討会の実施

●本部サポート体制の拡充

情報営業推進室に地区別・業務別の

本部渉外を配置

●融資手法の多様化

ＡＢＬへの積極的取組み

２１年度実績：２１件／２，９１５百万円

きめ細かな資金ニーズの発掘
と問題解決型営業の展開

●保証協会提携商品の開発と積極的
活用

スムーズ８０００、スーパー緊急保証

●第一次産業への対応強化

農業信用基金協会、漁業信用基金協会

との連携強化

緊急保証制度等の積極的活用により保証協会付融資も増加

中小企業向け貸出金は引き続き増加

●専門部署による事業再生支援

・企業コンサルティング部を３名増員

・主要な取引先の再生支援を強化

（６４グループ１３３先）

・多様な再生スキームの活用

（会社分割やＭ＆Ａスキーム）

外部機関との連携 事業再生機能の拡充

（単位：億円） （単位：億円）

17
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法人戦略Ⅱ～海運関連融資の見通し～

当行の強みである海運関連融資は、安定的な増加を見込む

＜海運関連融資残高予想推移および海運関連与信比率 ＞

4,700

4,490

4,241

3,821

3,455

3,196

2,734

12.9%12.7%

12.6%

11.5%

10.9%

10.3%

9.0%

0

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

（億円）

5.0%

7.0%

9.0%

11.0%

13.0%

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

予想

24/3

計画

海運関連融資残高

海運関連与信比率

安定した増加を見込む安定した増加を見込む

● 重要な地場産業としての位置付け

従来より海運・造船業を重要な地場産業の一つとして位置付け
積極的に支援・育成

● 有力船主との強固なリレーションと優れた情報収集力
愛媛船主の６割と取引、ともに好不況を乗り越え信頼関係を構築

● 海運関連融資のノウハウを蓄積
豊富な船舶データ（約９００隻）を保有

● バルカーを中心とした融資
当行の融対船の約６割を占めるバルカー市況（ＢＡＬＴＩＣ ＤＲＹ
ＩＮＤＥＸ）は平成１８年の水準まで回復

● 徹底したリスク管理
為替・金利・傭船料等のストレステストを定期的に実施

● 安定した資金供給体制の強化
資金供給のさらなる安定化のため、協調融資、シ・ローンの拡充に
向けた連携体制を強化

当行の海運関連融資の特長当行の海運関連融資の特長

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H12/1 H13/1 H4/1 H15/1 H16/1 H17/1 H18/1 H19/1 H20/1 H21/1

高値　11,793
（2008.5）

安値　663
（2008.12）

10年間平均
3,567

＜ BALTIC DRY INDEX ＞

直近値 4,187
（2010.5.25）

※海運関連融資残高には、貸出金のほか支払承諾、外為を含む。

※海運関連与信比率は、貸出金のほか支払承諾、外為、デリバティブ等を
加味したうえで算出。
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●農業信用基金協会､漁業信用基金協会との連携により
融資商品を拡充

・「家畜飼料特別支援資金」の取扱開始（２１年１０月～）
（２２年３月末までの実績 ： ２４件／５２０百万円）

・「漁業者緊急支援資金」の取扱開始（２２年１月～）
（２２年３月末までの実績 ： ２２件／８８０百万円）

●「食農ビジネス支援セミナー」を開催（２１年１０月）

●産学官連携による地域産品消費拡大への取組み

・「ヒジキ養殖事業化」のスタート

・「愛媛甘とろ豚」の普及促進

第一次産業向貸出残高の推移

145

139

116

14

23

24

100

120

140

160

180

20/3 21/3 22/3

農林業

漁業

●本部医療担当者を３名に増員

●医療専門機関との提携

●医療関連のお客さまセミナーを開催

法人戦略Ⅲ～成長分野への取組み～
医療介護・第一次産業・環境の成長分野への取組みを強化

企業の社会環境の変化への取組みをサポート

第一次産業への取組み第一次産業への取組み医療介護への取組み医療介護への取組み

130

162
169

180

140

120

0

160

（億円）

当 行 が 活 用 し た 「 国 内 ク レ ジ ッ ト 制 度 」 の 仕 組 み

■ 事 業 概 要 ■

　 大 型 ハ ウ ス 栽 培 施 設 に お け る 既 設 の 重 油 焚 き ボ イ ラ ー ４ 台 の う ち 、 ２ 台 を 木 質 バ イ オ
マ ス 焚 き ボ イ ラ ー に 取 り 替 え る こ と に よ り 、 二 酸 化 炭 素 排 出 量 を 年 間 7 2 5 t - C O 2 削 減

　
　
　
　
　
　

国
内
企
業

Ｃ Ｏ ２ 排 出 枠 の 売 却

Ｃ Ｏ ２ 削 減 分 の 代 金

Ｃ Ｏ ２ 排 出 枠 の
移 転

農 業 法 人 Ｃ Ｂ Ｃ 予 子 林

（ 排 出 削 減 事 業 者 ）

伊 予 銀 行 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 ・ 環 境 対 策 、 コ ス ト 削 減 に 関 す る マ ッ チ ン グ
　 ・ 「 国 内 ク レ ジ ッ ト 制 度 」 へ の 申 請 を サ ポ ー ト

堀 川 建 設
木 質 バ イ オ マ ス ボ イ ラ ー

技 術 の 提 供

　
　

日
本
総
合
研
究
所　
　
　
　

（
排
出
削
減
共
同
実
施
者
）

環境分野への取組み環境分野への取組み

●環境格付制度「いよぎん環境格付」の導入

・（財）日本環境協会が実施する利子補給制度を活用した

「いよぎん環境配慮型企業支援資金」の取扱を開始（四国の地銀初）

●排出権取引への取組み

・２件の「排出権特定金外信託」の媒介成約（四国の地銀初）

・「国内クレジット制度」への申請サポートを開始し、第１号の案件を申請

（四国の地銀初）
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～お取引先のビジネスシーンに応じた様々な商談会を開催～

●「いよぎんこだわり食の商談会２００９」（２１年６月：松山）

●地銀１１行合同「ものづくり商談会＠上海２００９ＳＵＭＭＥＲ」
（２１年７月：上海）

●地銀８行合同「第１回大連地方銀行合同ビジネス商談会」
（２１年１１月：中国大連）

●地銀１５行合同「地方銀行
フードセレクション２００９」
（２１年１１月：東京）

法人戦略Ⅳ～総合金融サービスの推進～
地方銀行Ｎｏ．１の広域店舗網を活用しビジネスマッチング業務を推進

本部と営業店が一体となって問題解決型（ソリューション）営業を推進

●Ｍ＆Ａ、事業承継、４０１ｋ、シ・ローン、信託等の専門的知識を
有する本部スタッフが営業店をサポート

●公益信託を新たに１件受託。公益信託の受託累計は５件
（四国の地銀では最多の受託件数）

●愛媛県が発注する初のＰＦＩ事業（愛媛県立中央病院整備
運営事業）にコ・アレンジャーとして参加

国内・国外での商談会国内・国外での商談会

様々なソリューションメニューの提供様々なソリューションメニューの提供

～フードセレクション2009～

●「情報営業推進室」が中心となって、瀬戸内圏域の営業エリア

でのビジネスマッチングを積極的に推進

２１年度成約実績は、８９４件

●２１年度は、ビジネスマッチングにより１１４件/６，２５９百万円
の貸出金に結びついた

ビジネスマッチング業務ビジネスマッチング業務

ビジネスマッチング成約件数推移

228
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19年度 20年度 21年度

件数

１９年度 ２０年度 ２１年度

件数 ４２件 ３５件 １１４件

金額 ２，９３９百万円 １，１８６百万円 ６，２５９百万円

ビジネスマッチングによる貸出金の件数／金額推移
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個人戦略Ⅰ～生涯取引の推進～

あらゆるライフイベントで顧客接点を確保し、生涯取引を推進

顧客接点の確保
（取引機会獲得）

メイン化・囲い込み
（リレーション強化）

預金・ローンの
取り込み

（取引拡大）

生涯収益の
極大化

ライフイベントに応じた

「面」での顧客接点確保

「生活上の不安」の解消

生活設計サービスの
提供機能の強化

いよぎん保険プラザ

：従来の銀行では接点の少なかったライフイベントや生活上の不安

教
育
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ン
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身体の不安（病気 ・ケガ ）

教育費の不安

生活保障の不安（ 死亡保障・ 金銭面 ）
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個人戦略Ⅱ～メイン化と預貸金の増強～

商品性に加え、営業・審査態勢の充実により残高を増強

収益の柱である住宅ローンを中心とした個人ローンの増強

● 肩代りの推進

収益の柱である住宅ローンの増強

● 住宅業者対策の強化

● 新自動審査システムの稼動（２２年４月）

● 給振推進

・ 本体発行クレジットカード「ＩＹＯＣＡ」を切り口とした家計決済の

取り込み

・ 「いよぎんポイントサービス」を切り口としたクロスセルの強化

各種取引・サービスの提供によるメイン化の推進

・ こども手当て対策として教育積立預金「愛情」キャンペーンを

実施中

預 金 給振、年金、メイン化を核とした集まる預金の増強 ローン

段階保証料の設定による優良顧客の囲い込みと

ミドルリスク層に対する積極的なリスクテイク

・ ローンプラザを中心とした住宅業者向け商品説明会

・ 住宅フェアへのローン相談窓口設置

● 制度対応

・ 年金先・年金予約先専用預金による囲い込み

・ お客さまアドバイザーによるリレーション強化

１２７名（１８年３月） ⇒ １７６名（２２年３月）

・ 年金相談員による専門相談

・ 学生専用普通預金の取扱開始による早期囲い込み

（当行ＡＴＭ手数料無料）

・ 新社会人向けセミナー、キャンペーンの実施

● 年金推進

● メイン化の推進

330
310309309305300

181
169164160154152

100

150

200

250

300

350

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 24/3

（千件） 給振・年金増加計画 中計期間中に21千先増加

中計期間中に17千口増加

● 改正貸金業法への対応

・ 外部保証会社と提携した新商品の取扱を開始予定

給振
先数

顧客層の拡大と健全な個人ローン市場の育成

0

年金
口数

22
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個人戦略Ⅲ～預り資産営業の強化～
高度化するニーズに対応するため、預り資産営業の推進態勢を強化

裾野拡大のため、預り資産新規顧客を開拓

（単位：億円）

前年度比 中計比 前年度比 中計比

預り資産残高 3,729 3,982 4,500 4,200 ＋218 △300 5,000 4,500 ＋300 △500

投資信託 1,291 1,461 1,790 1,600 ＋139 △190 2,100 1,800 ＋200 △300

保  険 563 696 710 850 ＋154 ＋140 800 950 ＋100 ＋150

国  債 1,875 1,825 2,000 1,750 △75 △250 2,100 1,750 ＋0 △350

3,819 4,070 － 4,348 ＋278 － － 4,733 ＋385 －

90 88 － 148 ＋60 － － 233 ＋85 －

（単位：億円）

前年度比 中計比 前年度比 中計比

預り資産販売額 886 465 1,000 720 ＋255 △280 1,600 900 ＋180 △700

886 465 － 780 ＋315 － － 1,000 ＋220 －

－ － － 60 － － － 100 ＋40 －

（単位：百万円）

前年度比 中計比 前年度比 中計比

預り資産収益 2,158 1,654 2,380 2,080 ＋426 △300 3,600 2,350 ＋270 △1,250

2,158 1,654 － 2,143 ＋489 － － 2,474 ＋331 －

－ － － 63 － － － 124 ＋61 －

２４/３
見込み

２３/３
予想

２１/３
実績

２２/３
実績

２３/３
中計目標

２４/３
中計目標

２３/３
予想

２２/３
実績

２２/３
実績

２４/３
見込み

２４/３
見込み

２３/３
予想

２３/３
中計目標

２３/３
中計目標

２４/３
中計目標

２４/３
中計目標

２１/３
実績

２１/３
実績

預り資産収益
（含む金融商品仲介）

金融商品仲介

預り資産残高
（含む金融商品仲介）

金融商品仲介

預り資産販売額
（含む金融商品仲介）

金融商品仲介

● 投資信託口座数の増強

２年間で２万口の増加を計画

● インターネット投信の取扱開始

取引機会の拡大（２２年１０月予定）

● マネープランセミナーの開催

２１年度実績：５３回/参加者２，８６８名

裾野拡大のための預り資産新規顧客の開拓
2009年度中計期間

＜預り資産残高計画＞

＜預り資産販売額計画＞

＜預り資産収益計画＞

＜投資信託口座数増加計画（残高有）＞

● 金融商品仲介業務の強化
「大口外債」「私募仕組債」（２１年度）
「公募仕組債」（２２年４月）

● 本部渉外の増員
２１年度 ４名増員（プロパー２名＋出向者２名）

● 研修の実施
２１年度受講者数：延べ１，９３８名

推進態勢の強化

● 新ファンドの投入
現在の売れ筋を考慮した３ファンドを追加

●女性行員の戦力化

・マネーアドバイザー（上級販売員）の養成
（２２年度は、９０名の養成を計画）

・女性の営業係の増員
（１７年３月：２５名⇒２２年３月：１１７名）
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予想

24/3
計画

46,664 47,745

57,745

67,745２年間で２０千口増加
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証券運用戦略～さらなる収益性の強化～

＜ 有価証券残高の推移（取得原価ベース、末残）＞

1,836
2,384 2,715

1,109 1,151
1,103 1,096

2,409 1,923
1,664 1,708

2,269 2,417
2,332 2,694

2,707 2,843
3,458

4,565

299 231428 381
1,315 508 432404

3,022
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国債

地方債
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その他証券

買入

(億円)

11,75012,073

13,443

12,143
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9,000

10,000

11,000

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3

1

2

3

4

5

（億円） ＜円貨債券（含む変動債）の残高とデュレーショ ンの推移＞

デュレーショ ン

4.51年

　（年）

1.00%

1.20%

1.40%

1.60%

1.80%

2.00%

19/3 20/3 21/3 22/3

有価証券利回り（総合） （参考：地銀平均）

1.64%

1.22%

　　　　　＜有価証券利回りの推移＞　　

19/3 20/3 21/3 22/3

1.64% 1.76% 1.61% 1.56%

4.46% 4.22% 4.11% 3.36%

総合利回り 1.82% 1.91% 1.73% 1.64%

参考：地銀平均（公表分） 1.58% 1.57% 1.42% 1.22%

邦貨

外貨

分散投資の継続による利回りの維持向上

○日本経済の中長期的な低成長を見据えた金利リスクテイクの積極化

○金利と株価との安定した相関関係を考慮したリスクコントロールの実施

金銭債権等

0 0

金利及び株価の変動による有価証券評価損益への影響

円債ポート 10BPV 46億円

株式ポート 日経平均1,000円V 120億円

金利上昇リスクに対する一定のヘッジ効果

15年変動利付国債残高 1,010億円

物価連動国債残高 553億円
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本資料における、将来の業績につきましては、発表時において入手可能な情報
および将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る仮定を前提としております。
将来の業績は、経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意ください。

＜本件に関する照会先＞

伊予銀行 総合企画部 徳永

ＴＥＬ：089-941-1141

ＦＡＸ：089-946-9104

Ｅ－Ｍａｉｌ：iyo010@iyobank.co.jp
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